



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































小　計 17，450 20，253 20，713 十18．7
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計 220，148 217，802 227，990 十3．5
合　計 491，531 490，041 502，798 十2．3
track）でない民間からの中途採用者である会計専門家というバヅクグラウ
ンドは，公務員制を変革するシンボリックな価値も有したといえる。2つ目
は，事業計画及び続く市民憲章により業績目標と実績を一般市民に公表する
ことにより顧客志向のフィードバックを政府内で閉じたシステムでなく開か
れたシステムとして確立した点である。キャンベル一流に言えばフィード
バックのアリーナを拡大したことになる。そして，業績報酬という金銭的誘
因だけでなく，サービスの質を向上させることにより仕事の充実・自己実現
を達成しようとする公務員の性向にも配慮して良好なサービスを提供した組
織に対して憲章マークを首相から付与する制度を1992年から開始している。
最後は，変革推進の政策を整合的に実施することである。業績報酬制度には
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正確なコスト把握が前提になるため従来の官庁会計から企業会計方式への会
計システムの変更が必要であり，事業計画及び年次報告における業績指標の
公表には業績測定システムの整備を同時に行わねばならないし，システムを
運用する技術・技能を習得する研修・教育が必要である。これら関連する政
策が分権化と一緒に実施されたのは評価される点である。
3）変革の成果
　政府白書においても，政府サービスの質と効率の継続的改善を達成するた
め変化圧力を維持する必要性を謳い，このため公務員制の文化と態度の変更
を事業庁化の目的としている。組織文化はストック効果を有する点に着目し
て，フn一としてのサービスを改善しようとするものである。そこで，事業
臨急により公務員制の文化がどのように変化したかを測定する必要がある。
組織文化の概念及び測定方法には種々のものがあるが，事業庁化の政策は大
きく成果志向と分権化からなると解せられるため，ここではWallach
（1983）の組織文化の構成要素のうち成果志向，企業家的，手続き幅跳び規
制的の4つを抽出した。そして，同一等級で本省庁勤務者と事業庁勤務者に
ついて4要素につき比較調査を実施した。調査内容の詳細は別稿に譲るが，
得られた結果は下表の通りであり，企業経営的要素が事業庁の方が強くなっ
ていることがわかる。
　反面，規制的要素が事業庁の方が強いのはやや意外な感じを受けるが，事
業庁の多くは対人サービスを提　　　表2本省庁と事業庁の組織文化の比較
供する組織であるため，サービ　　　項　目　　本省庁　事業庁　備考
ス水準が市民憲章や事業計画で
規定される裏返しとしての職員
側の反応とも解される。田尾
（1995）は，社会福祉等の
ヒューマン・サービス組織の管
理方策としてサービス水準を具
成果志向　　1．902　　2．470
企業家的　　1．185　　1．542
手続き的　　2．292　　2．200
規制的　 1．951　2．200
???
??
?
注Il備考欄のアスタリスクは平均値の差の統
　計的有意性の程度を示す。＊＊＊：p＜0．01，
　＊＊：　p　〈O．05，　＊：　p　〈O．10
注2：各項目の数値が大きくなるほど当該要素
　の程度が強いことを示す。
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体的に明示する必要性を述べているが，ガイドラインを整備することは官僚
の裁量を制約する側面もあるから，一概に規制的要素が本省庁より大きいこ
とが事業庁化の成果に反するとはいえない。以上の点から，事業庁化により
組織文化の変革が進んでいると考えてよい。
5．結 語
　政府において変革を成功させるマネジメントについて，変革プロセスを非
線形・連続的なものと仮定し，また，変革の主体に焦点をあてて検討してき
た。その結果，現実の変革は企業だけでなく政府の場合でも非線形・連続的
なものとみなすべきことが判明した。そして，具体的な変革のマネジメント
では，変革の推進と抵抗軽減及びプロセス全体の統一的管理が行われると
き，成功する可能性が高いことが確認された。
　しかしながら，政府の場合には，制度的には変革の決定主体と実施主体は
議院内閣制を前提にしても異なることになるから，実施主体を監視するシス
テムを組み込む必要がある。議会で多数を占める与党が政権を担当すること
から，議会（国会）と政府（内閣）の機能が一体化する危険性があるものの
政策の責任が大臣（政治家）にあるのに対し具体的な実施の責任は官僚にあ
るからである。我が国での政府改革の多くは，実施と決定が同一主体の官僚
機構により事実上なされてきたため，政府に特有な主体分離の問題（いわゆ
るプリンシパル・エイジェント問題）を引き起こさなかった。しかし，この
ことは，我が国政府が変革のマネジメントに成功していることを必ずしも意
味しない。実施主体となる官僚機構に大きな負の影響を与える内部戦略が採
用されなかった結果（事実上決定権限も有する官僚制が自己に不利益となる
戦略を検討・決定しない）にすぎず，また，官僚の政策立案・決定への支配
的権限行使とは，逆にいえば議会統制の形骸化を意味するからである。この
点で事例として分析した事業庁化政策は，官僚制度を直接の対象とした変革
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のマネジメントとして参考にすべき点が少なくない。
　翻って，現在進められている地方分権推進政策をみると，中央政府の権限
のどの部分を自治体に委譲するか及び財源調整をどうするかの議論が中心で
あり，実施主体を構成する自治体側の内部構造やシステムをどのように改革
するかはあまり検討されていない状況である。既に見てきたように変革が成
功するためには，関連する実施政策間の整合性が重要である。形式的な分権
が実現しても分権の成果をあげるには，自治体内部の改革も推進しなければ
ならない。また，推進委員会のメンバーは全員有能な方であるが，分権の最
大の抵抗勢力である官僚機構に対してどのように抵抗を緩和させるかの戦略
が不足している気がする。分権の推進理念に反対する者はいないのであるか
ら，その実現には変革に協力的になる誘因を官僚に与える（分権の進捗度が
高まるほど各省庁政策予算を増額する等）とともに政治的支持に裏付けられ
た推進委員会のリーダーシップが必要であろう。また，今後地方自治体にお
ける行政改革等の現場で，変革のマネジメントの理論と事務がさらに進展し
体系化されることが望まれる。
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